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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第63期

第２四半期
連結累計期間

第64期
第２四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 28,990,905 30,697,122 62,044,097

経常利益 (千円) 3,063,147 3,313,910 6,652,979

四半期(当期)純利益 (千円) 2,107,402 1,802,051 4,293,139

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 2,549,003 2,139,796 5,096,468

純資産額 (千円) 27,095,651 31,442,986 29,611,288

総資産額 (千円) 50,489,209 56,877,921 54,169,755

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 99.02 84.26 201.22

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 53.2 54.8 54.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 101,356 1,678,982 3,997,185

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 70,450 △227,624 △801,139

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △442,944 △637,429 △213,429

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 13,504,432 17,730,716 16,867,445
 

　

回次
第63期

第２四半期
連結会計期間

第64期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 52.25 43.79
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４. 平成25年７月１日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。第63期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当企業集団(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

第１四半期連結会計期間において、タイに福島工業(タイランド)株式会社を新規設立しております。

この結果、平成26年９月30日現在では、当企業集団は、当社、子会社14社及び関連会社２社により構成されることと

なりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)　経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日～平成26年９月30日）におけるわが国経済は、政府による経済・

金融政策等の効果により、緩やかながら景気回復の基調が続きました。しかしながら、消費税増税の影響に加え夏

季の台風や集中豪雨の影響による個人消費の低迷、電気料金の値上げ、ガソリン・原材料価格の高騰に伴う物価上

昇懸念などから先行きの不透明な状況となりました。

当企業集団を取り巻く環境は、外食産業では、ファミリーレストランやディナーレストラン業態で帰省需要を取

り込み売上が堅調に推移したものの、夏季の天候不順により、客数が伸び悩む厳しい状況となりました。また、流

通産業では、コンビニエンスストアや小型食品スーパーの出店は引き続き好調に推移するものの、消費税率引き上

げによる反動や、電力料金の値上げ、輸入原材料価格の高騰による物価上昇から消費者の低価格志向が強くなり、

個人消費が抑えられる厳しい状況が続きました。

冷凍冷蔵庫販売では、消費税率引き上げによる駆け込み需要の反動により、汎用業務用冷蔵庫販売は厳しい滑り

出しとなったものの、病院や老健施設、給食センターなどの物件が増加したことや、食品加工工場向けにトンネル

フリーザーや医療市場向けにメディカル機器の売上が増加したことから、冷凍冷蔵庫販売の売上高は前年比2.5％

増となりました。

冷凍冷蔵ショーケース販売では、電気料金の値上げ等から引き続きスーパーマーケットの省エネ意識は高く、省

エネ対応ショーケースの売上が増加いたしました。中でも、３月より発売を開始した大幅な省エネを実現した新型

冷凍リーチインショーケースＳＧＣシリーズの導入店舗が増加し、売上が伸びたことなどから、冷凍冷蔵ショー

ケース販売の売上高は前年比8.1％増となりました。また、省エネ設備への入替えに対する政府の補助金が継続さ

れる中、補助金を利用した入替え申請件数の増加は、流通業界における省エネへの関心の高さがうかがえるととも

に、削減した電気代で省エネ設備への投資が行えるＥＳＣＯ事業への関心も益々高まっております。

サービス販売では、駆け込み需要の反動から、４、５月はメンテナンス需要が伸び悩みましたが、６月以降は顧

客増加に伴い売上が回復したことや冷媒転換のメンテナンス需要が伸びたことから、サービス販売の売上高は前年

比5.2％増となりました。

設備工事では、食品工場向け大型冷蔵倉庫や生鮮品の仕入れ、加工、配送を一括して行う食品プロセスセンター

などの大型物件の受注や小型プレハブ冷蔵庫の売上が伸びました。また、食品スーパーの施工が増加し、ショー

ケース関連の設備工事が増加したことから、設備工事の売上高は前年比7.0％増となりました。

製造部門においては、滋賀工場では、省エネ製品のラインナップ拡充を図るとともに、多能工化の推進による生

産性向上、需要増に対応する板金・塗装設備の能力増強準備を進めてまいりました。また、岡山工場では、ライン

改造による生産性向上を図るとともに、顧客の多様化に対応した特定ユーザー向け製品の開発や省エネ製品のライ

ンナップ拡充に注力いたしました。さらに、岡山工場では円安による原材料高騰をグループ会社を含めた集中購買

や部品の共通化・原材料の見直しによるコスト低減で吸収し、利益確保に向けて取り組んでまいりました。
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その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は306億９千７百万円（前年同四半期比5.9％増）、営業利益は30

億８千３百万円（同7.6％増）、経常利益は33億１千３百万円（同8.2％増）、四半期純利益は18億２百万円（同

14.5％減）となりました。

 

(２)　財政状態の分析

(流動資産)

当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は411億１千５百万円(前連結会計年度末は400億６千

４百万円)となり、10億５千万円増加しました。これは主として受注増加の対応による商品及び製品等のたな

卸資産が増加したことによるものです。

 

(固定資産)

当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は157億６千２百万円(前連結会計年度末は141億４百

万円)となり、16億５千７百万円増加しました。これは主として投資その他の資産「その他」に含まれる投資

有価証券が増加したことによるものです。

 

(流動負債)

当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は227億３百万円(前連結会計年度末は217億６千万円)

となり、９億４千３百万円増加しました。これは主として支払手形及び買掛金及び「その他」に含まれる前受

金が増加したことによるものです。

 

(固定負債)

当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は27億３千１百万円(前連結会計年度末は27億９千８

百万円)となり、６千７百万円減少しました。これは主として厚生年金基金解散損失引当金の計上及び「その

他」に含まれる投資有価証券の時価評価額の増加に伴う繰延税金負債が増加したものの役員退職慰労引当金及

び会計基準等の改正に伴う会計方針の変更による退職給付に係る負債が減少したことによるものです。

 

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は314億４千２百万円(前連結会計年度末は296億１千１

百万円)となり、18億３千１百万円増加しました。これは主として四半期純利益の計上によるものです。

 

(３)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前四半期純

利益を29億５千２百万円計上し、主に投資活動及び財務活動に資金を使用した結果、前連結会計年度末に比べ８億

６千３百万円増加し、177億３千万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、16億７千８百万円(前年同四半期比15億７千７百万円増)となりました。これ

は主として税金等調整前四半期純利益を計上したことによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、２億２千７百万円(前年同四半期は７千万円の収入)となりました。これは主

として定期預金の払戻による収入及び投資有価証券の償還による収入が得られたものの、有形固定資産の取得に

よる支出に使用したことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、６億３千７百万円(前年同四半期比１億９千４百万円増)となりました。これ

は主に配当金の支払及び長期借入金の返済による支出によるものです。
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(４)　事業上及び財務上の対処すべき課題

①　対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当企業集団の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

②　株式会社の支配に関する基本方針

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値のさまざまな

源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

確保、向上させる者でなければならないと考えております。当社としては、このような企業価値ひいては株主共

同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務お

よび事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、必要かつ相当な対抗措置をとることにより、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

なお、その具体的な対抗措置につきましては、当社の企業価値および株主共同の利益を確保するために、積極

的な情報収集と適時開示に努めるとともに、会社法その他関係法令および定款の許容する範囲内において適切な

措置を講じてまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 63,685,000

計 63,685,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,066,160 22,066,160
東京証券取引所
市場第１部

１単元の株式数　100株

計 22,066,160 22,066,160 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年９月30日 ― 22,066,160 ― 2,760,192 ― 2,875,004
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(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

福島機器販売株式会社 大阪市西淀川区御幣島３―16―11 5,585 25.31

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１―８―11 1,977 8.96

福島工業社員持株会 大阪市西淀川区御幣島３―16―11 1,498 6.79

福　島　　　裕 大阪府池田市 1,045 4.74

資産管理サービス信託銀行　　
株式会社

東京都中央区晴海１―８―12 843 3.82

福　島　　　亮 大阪府豊中市 661 3.00

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２―11―３ 559 2.54

有限会社
ティー・シー・エス・ピー

大阪府池田市旭丘２―10―８ 550 2.50

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１―６―６ 342 1.55

中西満里子 東京都杉並区 210 0.95

計 ― 13,274 60.16
 

(注) １　上記の所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は、次のとおりであります。

　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　1,977千株

　　資産管理サービス信託銀行株式会社　843千株

　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　559千株

２　上記のほか当社所有の自己株式678千株(3.08%)があります。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 678,900

― １単元の株式数　100株

完全議決権株式(その他)
普通株式

21,382,500
213,825 同上

単元未満株式
普通株式

4,760
― ―

発行済株式総数 22,066,160 ― ―

総株主の議決権 ― 213,825 ―
 

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそ

れぞれ600株(議決権６個)及び２株含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の株式87株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
福島工業株式会社

大阪市西淀川区御幣島
３丁目16番11号

678,900 ― 678,900 3.08

計 ― 678,900 ― 678,900 3.08
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 18,216,126 18,131,522

  受取手形及び売掛金 17,211,570 17,208,759

  商品及び製品 1,354,186 1,790,707

  仕掛品 1,157,548 1,781,491

  原材料及び貯蔵品 1,417,851 1,403,998

  その他 1,156,346 1,255,738

  貸倒引当金 △448,718 △456,996

  流動資産合計 40,064,911 41,115,222

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,800,926 2,892,863

   土地 4,508,887 4,508,887

   その他（純額） 1,139,872 1,916,152

   有形固定資産合計 8,449,686 9,317,903

  無形固定資産 129,211 153,425

  投資その他の資産   

   その他 5,588,523 6,369,464

   貸倒引当金 △62,576 △78,094

   投資その他の資産合計 5,525,946 6,291,369

  固定資産合計 14,104,844 15,762,699

 資産合計 54,169,755 56,877,921

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 15,077,431 15,538,411

  短期借入金 752,202 700,875

  未払法人税等 1,697,165 1,302,696

  賞与引当金 1,182,327 1,442,849

  製品保証引当金 180,893 184,502

  その他 2,870,380 3,534,578

  流動負債合計 21,760,400 22,703,912

 固定負債   

  長期借入金 672,605 498,353

  役員退職慰労引当金 683,618 477,013

  厚生年金基金解散損失引当金 ― 355,867

  退職給付に係る負債 728,701 417,982

  資産除去債務 97,461 97,953

  その他 615,679 883,851

  固定負債合計 2,798,066 2,731,022

 負債合計 24,558,467 25,434,935
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,760,192 2,760,192

  資本剰余金 3,062,430 3,062,430

  利益剰余金 22,379,500 23,873,579

  自己株式 △271,162 △271,289

  株主資本合計 27,930,960 29,424,913

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,343,193 1,789,466

  為替換算調整勘定 85,521 16,568

  退職給付に係る調整累計額 △52,795 △69,867

  その他の包括利益累計額合計 1,375,920 1,736,168

 少数株主持分 304,407 281,904

 純資産合計 29,611,288 31,442,986

負債純資産合計 54,169,755 56,877,921
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 28,990,905 30,697,122

売上原価 21,592,954 22,721,978

売上総利益 7,397,950 7,975,143

販売費及び一般管理費 ※1  4,531,986 ※1  4,891,769

営業利益 2,865,964 3,083,374

営業外収益   

 受取利息 5,281 5,240

 受取配当金 25,849 35,620

 受取家賃 48,333 46,542

 受取保険金及び配当金 63,006 30,197

 為替差益 41,746 89,709

 その他 47,948 67,696

 営業外収益合計 232,166 275,007

営業外費用   

 支払利息 11,874 11,918

 投資事業組合運用損 1,319 ―

 支払補償費 13,196 19,846

 その他 8,592 12,706

 営業外費用合計 34,983 44,471

経常利益 3,063,147 3,313,910

特別利益   

 負ののれん発生益 418,732 ―

 特別利益合計 418,732 ―

特別損失   

 投資有価証券評価損 ― 6,000

 厚生年金基金解散損失引当金繰入額 ― 355,867

 特別損失合計 ― 361,867

税金等調整前四半期純利益 3,481,880 2,952,043

法人税、住民税及び事業税 1,267,943 1,291,023

法人税等調整額 60,251 △128,416

法人税等合計 1,328,194 1,162,607

少数株主損益調整前四半期純利益 2,153,686 1,789,435

少数株主利益又は少数株主損失（△） 46,283 △12,616

四半期純利益 2,107,402 1,802,051
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,153,686 1,789,435

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 245,240 446,273

 為替換算調整勘定 150,076 △78,840

 退職給付に係る調整額 ― △17,071

 その他の包括利益合計 395,317 350,361

四半期包括利益 2,549,003 2,139,796

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,484,865 2,162,300

 少数株主に係る四半期包括利益 64,137 △22,503
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 3,481,880 2,952,043

 減価償却費 249,276 275,139

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 19,984 43,802

 賞与引当金の増減額（△は減少） 344,246 260,521

 製品保証引当金の増減額（△は減少） △31,623 3,609

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 44,797 ―

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） ― △150,248

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13,945 △206,605

 
厚生年金基金解散損失引当金の増減額（△は減
少）

― 355,867

 受取利息及び受取配当金 △31,131 △40,861

 支払利息 11,874 11,918

 為替差損益（△は益） △66,098 △86,270

 投資有価証券評価損益（△は益） ― 6,000

 投資事業組合運用損益（△は益） 76 △1,274

 有形固定資産売却損益（△は益） △161 ―

 有形固定資産除却損 469 13,319

 負ののれん償却額 △418,732 ―

 売上債権の増減額（△は増加） △3,717,241 366,527

 たな卸資産の増減額（△は増加） △626,440 △1,109,017

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △31,966 48,225

 その他の固定資産の増減額（△は増加） △26,758 △2,496

 仕入債務の増減額（△は減少） 2,459,530 460,937

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △220,381 99,219

 その他 804 2,652

 小計 1,456,350 3,303,010

 利息及び配当金の受取額 31,269 40,961

 利息の支払額 △11,907 △11,869

 法人税等の支払額 △1,374,356 △1,653,120

 営業活動によるキャッシュ・フロー 101,356 1,678,982

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △99,843 △132,686

 定期預金の払戻による収入 780,092 747,952

 有形固定資産の取得による支出 △292,803 △1,065,225

 有形固定資産の売却による収入 184 ―

 無形固定資産の取得による支出 △11,115 △35,263

 投資有価証券の取得による支出 △171,644 △47,843

 投資有価証券の売却による収入 ― 0

 投資有価証券の償還による収入 ― 300,000

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

33,805 ―

 事業譲受による支出 △177,680 ―

 出資金の分配による収入 4,232 5,340

 会員権の取得による支出 △4,000 ―

 貸付金の回収による収入 7,625 100

 従業員に対する貸付金の回収による収入 355 ―

 その他の収入 1,243 ―

 投資活動によるキャッシュ・フロー 70,450 △227,624
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 21,045 △18,000

 長期借入金の返済による支出 △144,674 △189,252

 自己株式の取得による支出 △68 △126

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,392 △3,099

 配当金の支払額 △316,853 △426,950

 財務活動によるキャッシュ・フロー △442,944 △637,429

現金及び現金同等物に係る換算差額 135,087 49,341

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △136,049 863,270

現金及び現金同等物の期首残高 13,640,481 16,867,445

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  13,504,432 ※1  17,730,716
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

　連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、新たに設立した福島工業(タイランド)株式会社を連結の範囲に含めておりま

す。
 

 

(会計方針の変更)

 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

(会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を割引率決定の基礎とな

る債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が187,145千円減少し、利益剰余金が

119,772千円増加しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益はそれぞれ4,698千円増加しております。
 

 

(追加情報)

厚生年金基金の特例解散について

当社及び連結子会社である髙橋工業株式会社が加入する「西日本冷凍空調厚生年金基金」（総合型）は、平成25年

９月18日開催の代議員会において特例解散の方針が決議され、平成25年９月26日同基金より正式に通知文を受理いた

しました。

その後、当第２四半期連結会計期間において、西日本冷凍空調厚生年金基金の解散決議が行われることが確実な状

況となり、解散に伴う損失見込額を合理的に見積もることが可能となりましたので、当該損失見込額を四半期連結損

益計算書の特別損失に厚生年金基金解散損失引当金繰入額として355,867千円、四半期連結貸借対照表の固定負債に厚

生年金基金解散損失引当金として同額をそれぞれ計上しております。
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(四半期連結損益計算書関係)

　　※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

荷造運賃 993,170千円 1,128,975千円

報酬給料及び諸手当 1,210,946千円 1,304,768千円

賞与引当金繰入額 616,231千円 684,954千円

退職給付引当金繰入額 120,978千円 ―千円

退職給付費用 ―千円 126,531千円

役員退職慰労引当金繰入額 13,077千円 18,200千円

貸倒引当金繰入額 19,984千円 44,590千円

製品保証引当金繰入額 26,158千円 78,121千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　　※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金 14,663,955千円 18,131,522千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△1,159,522千円 △400,806千円

現金及び現金同等物 13,504,432千円 17,730,716千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 317,804 30 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 427,744 20 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   単一セグメントのため該当事項はありません。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

  (差異調整に関する事項)

   単一セグメントのため該当事項はありません。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

   単一セグメントのため該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   単一セグメントのため該当事項はありません。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

  (差異調整に関する事項)

   単一セグメントのため該当事項はありません。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

   単一セグメントのため該当事項はありません。

 

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

(デリバティブ取引関係)

当企業集団はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 99円02銭 84円26銭

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益金額(千円) 2,107,402 1,802,051

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 2,107,402 1,802,051

   普通株式の期中平均株式数(株) 21,283,351 21,387,221
 

(注)１. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２. 当社は、平成25年７月１日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。前

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しておりま

す。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

重要な訴訟事件等　

当社の第63期有価証券報告書に記載いたしました通り、ホシザキ電機株式会社から特許侵害による訴訟の提起を

受けておりますが、権利の侵害がないことを確信しており、現在、その旨を主張し、大阪地方裁判所にて係争中で

あります（損害賠償請求金額　195百万円）。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成26年11月６日
 

福島工業株式会社

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　西　　村　　　　　猛   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　中　　田　　信　　之   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている福島工業株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、福島工業株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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